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病院の整備計画の公募に関する要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、埼玉県地域保健医療計画に定める医療提供体制の整備の基本的方

向に沿う病院の整備計画の公募（以下「公募」という。）を行うに当たり必要な事項を

定め、埼玉県の医療提供体制の整備を推進することを目的とする。 

 

 （申請者の責務） 

第２条 公募に応じようとする者（以下「応募者」という。）は、埼玉県地域保健医療

計画に定める医療提供体制の整備が図られるよう協力し、この要綱に定める手続等を遵

守するものとする。 

 

 （申出書の提出） 

第３条 応募者は、知事が指定する期間内に、別紙様式１の「病院の整備計画申出書」

（以下「申出書」という。）を保健医療部長に提出しなければならない。 

 

 （申出書の審査） 

第４条 保健医療部長は、病院の整備計画（以下「整備計画」という。）について医療

提供体制整備の基本的方向との適合性、計画の確実性等を審査する。 

２  保健医療部長は、前項の審査をするため、次の各号に掲げる者をもって組織する公

募審査会を設置する。 

 (1)  保健医療部長 

 (2)  保健医療部副部長 

 (3)  保健医療政策課長   

 (4)  医療整備課長       

 

 （採用する整備計画の決定） 

第５条 知事は、医療審議会の意見も踏まえて採用する整備計画を決定する。 

２ 第１項の規定により決定したときは、保健医療部長は、速やかに応募者にその結果

を通知する。 
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 （申出書の返却） 

第６条 保健医療部長は、応募者から書面により応募の取下げがあったときは、当該者

から提出された申出書を返却する。 

 

 （被採用者の責務） 

第７条 採用の通知を受けた者（以下「被採用者」という。）は、採用に係る整備計画

（以下「被採用計画」という。）に基づき事業を実施するものとする。 

 

 （採用後の状況の把握） 

第８条 被採用者は、病院の開設等が行われるまでの間、四半期毎に被採用計画の進捗

状況を保健医療部長に報告するものとする。 

２ 保健医療部長は、適宜被採用計画の進捗状況を医療審議会に報告するものとする。 

 

 （採用計画の変更） 

第９条 被採用者は、被採用計画を変更する必要が生じた場合、別紙様式２の「病院の

整備計画変更申請書」を保健医療部長に提出しなければならない。 

２ 保健医療部長は、医療審議会の意見も踏まえ、やむを得ないと認められる場合は承

認するものとする。 

 

 （採用通知の失効） 

第１０条 被採用計画による期日までに事業が開始されないときは、保健医療部長は採

用決定を取り消すものとする。 

 

 （その他の事項） 

第１１条 この要綱の施行に関し必要な事項は、別に定める。 
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病院整備計画（平成２７年３月採択・平成３０年３月変更分） 

の計画変更について 
 

 

１ 採択（変更）の状況 
 

採択（変更）の時期 病院数 病床数 条件 

平成２７年３月 １病院 ８００床 平成３０年３月までに着工 

平成３０年３月 １病院 ８００床 ― 

 

２ 主な変更点 
 

   ア 整備計画（別紙資料（１））（Ｐ.２０） 

 

    ○ 平成３０年３月の変更計画時点で「現在、作成中」であっ 

     たものを次のように変更 

 

基本計画 

（設計者選定含む） 

～令和５年３月 

基本設計 令和５年４月～令和６年６月 

実施設計 令和６年７月～令和８年３月 

建設工事 令和８年４月～令和１０年１２月 

開院 
令和１１年４月（４００床） 

令和１２年３月（８００床：フルオープン） 

 

   イ 配置イメージ図（別紙資料（２））（Ｐ.２１） 

 

   ウ 医療従事者数（Ｐ.１８） 

 

      医師         ３００名（２５０名） 

      看護師        ８００名（９００名） 

      その他コメディカル  ３６６名（１６０名） 

      事務         １１７名（９０名） 

      合計       １，５８３名（１，４００名） 

    （ ）内は平成３０年３月の変更計画時点の数値 
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令和３年度第３回さいたま市地域医療構想調整会議 

各委員からの意見について 
 

 

日時：令和 4年 1月 17日(月) 19:30～21:00 

開催方法：Zoomによるオンライン開催 

参加者：委員 

登坂 英明（議長）、松本 雅彦、森 泰二郎、林 承弘、安藤 昭彦、遠藤 俊輔、 

百村 伸一、藤岡 丞、黒田 豊、吉田 武史、西村 直久、丸山 泰幸、 

鈴木 慶太、堀之内 宏久 

 

説明者 

    学校法人順天堂   理事 天野 篤 

 

議題（１）第６次地域保健医療計画に基づく病院整備計画の計画変更について 

（（仮称）順天堂大学医学部附属埼玉国際先進医療センター） 

 

○病床について 

・さいたま区域では、高度急性期及び急性期病床はすでに推計需要を上回ってお

り、不足しているのは、回復期及び慢性期病床である。新病院が稼動し始める

令和 12年（2030年）以降は、85歳以上の高齢者が急増することからも、さい

たま区域に今回の病院整備計画が必要なのか疑問である。 

・学校法人順天堂の病院整備計画の採用以降、埼玉県地域医療構想における県独

自の定量基準分析によると、順天堂大学附属病院の 800 床を含めてさいたま

区域では、高度急性期及び急性期病床は過剰であると認識していただきたい。 

・病床数が過剰であるさいたま区域に高度急性期病院が開院すると、患者の取り

合いになり、周辺の病院が共倒れになってしまうことを懸念している。 

・学校法人順天堂の病院整備計画 800 床においては、病院機能及び病床規模よ

り、さいたま区域のみならず、隣接する東部区域を初め、他の区域にも影響を

及ぼす問題であり、本来であれば、少なくともさいたま区域及び東部区域の医

療需要と令和７年（2025年）の必要病床数の観点から議論されるべきである。 
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・現時点で東部区域の順天堂越谷病院の 200 床の増床計画と合わせて、両区域

で 1,000床が未整備であることは、医療提供体制の不備を生じ、地域医療の観

点からも損失と言わざるを得ない。公平性の観点からも、これは不公平である

と言わざるをえない。学校法人順天堂は、できる限り速やかに病院整備計画を

実行するか、辞退又は再公募による過不足のない病床整備を検討するべきで

ある。 

・昨今の診療報酬改定や医療人材不足により、平均在院日数の短縮、病床稼働の

低下など、病院運営は年々厳しい状況にある。学校法人順天堂の病院整備計画

においては、余剰な病床が生じることのないよう、適正病床を再検討するべき

である。 

・さいたま区域での回復期及び慢性期病床の不足については、在宅医療及び埼玉

県高齢者支援計画に基づく介護施設等の整備状況を精査のうえ、整備を検討

するべきである。 

また、整備においては、「新公立病院改革ガイドライン」、「公的医療機関等 2025

プラン」に準拠して、大学附属病院や公立公的医療機関等ではなく、長年地域

で顔の見える関係を構築し、かつ実績のある民間医療機関に整備を求めるべき

である。 

・順天堂大学附属病院が既存病院ということは、市内の高度急性期が過剰であっ

た場合には、我々全部が既存病院として、一体として規模縮小すべきと県は考

えているのか。 

・（第６次計画最終年の）平成３０年に着工しなかったのであれば、その次の医

療計画に合致するような病院にして頂く必要があるのではないか。 

 

○医療機能について 

・埼玉県内でも医療体制が比較的充実しているさいたま区域に、800床の病院が

できるということが問題である。他の病院のない医療機能やこれから需要が

見込まれる高齢者の第二次救急などを担っていただければ、摩擦が起きない

のではと思う。 
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・救命救急センター、周産期母子医療センター、災害拠点病院、地域がん診療連

携拠点病院などの機能を持った 600 床以上の病院がさいたま保健医療圏には

３病院あるため、そこと同じような病院を開設する必要はないと思う。むしろ

この地域で困っているのは、第二次救急であり、病院を開院するのであれば考

慮していただきたい。 

・第三次救急について、さいたま保健医療圏には３カ所ある第三次救急施設が、

第三次救急に専念できれば充足すると考えている。本当に逼迫しているのは、

高齢者の第二次救急である。高齢で医療・介護が必要な患者は、高度急性期で

はなく、急性期あるいはサブアキュートの患者が主体である。そういう観点か

ら、埼玉県が了承したから高度急性期に突き進むのではなく、どうすれば高度

急性期・急性期から回復期へのシフトを実現できるかと腐心してきた地域医

療構想調整会議の意向を汲んだ病院を整備していただきたい。 

・さいたま保健医療圏における将来の出生数も減少すると予測されており、周産

期母子医療センターは県南エリアに施設が集中している状況にも関わらず、

浦和美園に周産期母子医療センター機能を整備することが埼玉県の方針に合

致しているのか。 

・さいたま区域では回復期がたいへん不足している状況であるが、実際に回復期

を担うのは民間病院が主体になる。学校法人順天堂はスポーツ医学等での高

度な実績があることから、回復期病床を多く整備していただきたいというよ

りは、回復期の医療スタッフの養成や最新のリハビリテーションのノウハウ

を提供できる研究施設又は教育機関を設置していただきたい。 

・距離的に近く、同じ急性期病院を標榜する民間病院としては、病病連携をやっ

ていけるのであれば良いと思う。 
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・順天堂大学附属病院に求められる医療機能は、埼玉県から要請されるであろう

県内の医師不足地域への医師派遣の遵守、高度急性期及び急性期並びに新興・

再興感染症への対応であると考える。特定機能病院を有する大学の附属医療

機関として、高度先進医療及び感染症への対応、最先端の検査及び治療機器の

整備、将来の地域医療に資する優秀な医療人材の育成が求められていると考

える。 

・さいたま保健医療圏では、さいたま赤十字病院、自治医科大学附属さいたま医

療センター、さいたま市立病院が連携して第三次救急を行うことで、埼玉県東

南部を含め、第三次救急は充足したと考えており、順天堂大学附属病院が第三

次救急を備えることは地域医療救急システムの効率的運用にそぐわない。 

 

○人材について 

・看護師等の医療従事者の確保にあたっては、近隣の医療機関へ影響が出ないよ

うに最大限の配慮をお願いしたい。 

・医療従事者については、埼玉県外から確保していただかないと、埼玉県の医療

資源の充実に資する取組みでなくなってしまうので、十分に配慮していただ

きたい。 

・埼玉県内医療機関への医師派遣について、県北や秩父地域など医師確保困難地

域への派遣というような文言の記述がないので、明確にしていただきたい。 

・医師の働き方改革の影響により、民間病院の夜間救急を担う医師が減少してい

る現状があるため、医師の派遣を積極的に考えてもらいたい。 

・医療人材の雇用計画については、地域の医療機関で人材確保ができなくならな

いようにする必要があると考える。学校法人順天堂には、潜在的な医療人材の

発掘と、長期的な視点で優秀な医療人材を育て上げていただきたいと思って

いる。 

・医療人材の育成及び派遣について、医療過疎地域の医療体制充実のための施設

であるため、人材派遣の充実のためには、医療過疎地域への誘致を再考いただ

きたい。 



8 
 

・埼玉県内への医師派遣機能を持つ病院であるため、埼玉県の医療に貢献すると

いうことを理念に掲げていただき、そこに勤務する医師に周知いただきたい。 

 

○スケジュールについて 

・第６次埼玉県地域保健医療計画内での着工が応募の条件であったが、令和 12

年（2030 年）がフルオープンとなると大きくかけ離れており、議論するのも

難しい。 

・第６次埼玉県地域保健医療計画内での着工に間に合わせるために、多くの基幹

病院が努力していた。 

・第６次埼玉県地域保健医療計画内での公募で、さいたま保健医療圏では、100

床を超える病床が認められなかったので、このことを理解してほしい。（また、

順天堂大学附属病院は既存病床扱いとなっているため、病床過剰地域となっ

ており、）第６次埼玉県地域保健医療計画後、さいたま保健医療圏では増床は

ゼロになっている。 

・地域医療構想調整会議は、令和７年（2025年）を目途とした地域の病床機能・

必要病床数を調整するというものであり、令和 12年（2030年）ということに

なると協議としても難しいのではないかと思う。 

・北部地域への医師派遣については、できるだけ早く埼玉県と契約をし、順天堂

医院（本院）からの派遣をお願いしたい。 

・今の病院整備計画の規模を減ずることがあっても、開院をできるだけ令和７年

（2025年）に近づける努力をしてほしい。 

・順天堂大学附属病院ができることで、地域活性化への貢献及び地域医療を補完

するということに大いに期待をしている。しかし、８年後の開院では人口規模

及び社会情勢が変わってしまうので、可能な限りスケジュールを前倒して、病

院整備の効果を最大限発揮するよう強く希望する。 
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・地域医療構想調整会議では、平成 25年（2013年）の人口動態を加味して議論

しており、令和 12 年（2030 年）では人口動態も変化する可能性があるため、

なるべく早い開院を目指すべきである。 

・学校法人順天堂の病院整備計画は、第６次埼玉県保健医療計画の中で採用が決

定され、平成 30年（2018年）には着工する予定であった。第６次埼玉県地域

保健医療計画の宿題を現在、議論するということに強い不満を覚えている。 

 

○その他 

・さいたま区域内の４医師会と本日参加の病院とでは、適切に連携ができている

が、順天堂大学附属病院が開院して、共倒れなど、連携がうまくいかなくなる

のは良くない。特に、補助金が交付されると思うが、それにより民間病院が圧

迫されることはあってはならないと思う。 

・順天堂グループの順天堂越谷病院は医療人材が豊富であるが、当病院は発熱外

来の設置を行っておらず、新型コロナウイルス感染症患者への対応は、ほとん

ど行っていないのは何故か。                        

 

     (以上) 
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H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

(2015) (2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028) (2029) (2030)

当初

公募条件
H30.3着工

変更案

R.3.12
提出

第７次埼玉県地域保健医療計画

病院整備計画における整備スケジュール

第８次埼玉県地域保健医療計画

★開院

基本・実施設計（21か月） 建設工事（第Ⅰ期）(30か月）

H27.3 H29.6 H30.1 R2.6 R3.3

★開院
（800床）

基本・実施設計（36か月） 建設工事（32か月）

R5.4 R8.3

R8.4

R10.12
R12.3

R5.10 R8.3

環境アセス（30か月）

★開院
（400床）
R11.3

地域医療構想

第６次埼玉県地域保健医療計画

医療機能区分
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（参考資料）埼玉県の医療体制について 
 

１ 救命救急センター 

 
 脳卒中、心筋梗塞、頭部損傷など生命にかかわる重篤な患者に対して高度な救急医療を提供できる施設と

して、現在本県では１０か所を指定している。 

 

 
 

 

【救命救急センターの設置状況（令和３年５月１日時点）】 

 埼玉県 東京都 神奈川県 千葉県 愛知県 

救命救急センター １０ ２６ ２１ １４ ２４ 
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２ 周産期母子医療センター 

 
 産科、小児科（新生児診療を担当するもの）等を備え、母体や胎児、新生児に対する高度な医療を提供で

きる施設で、現在本県では１１か所指定している。 
 

【高齢出産の割合】 

 
 

【県外への母体搬送の割合（妊娠６か月以降：令和２年）】 

搬送件数全体 県内受入 県外搬送 県外搬送の割合 

1,104件 1,057件 47件 4.3％ 

 

 

【周産期母子医療センターの設置状況（令和３年４月１日現在）】 

 埼玉県 東京都 神奈川県 千葉県 愛知県 

総合周産期母子医療センター ２ １４ ５ ３ ７ 

地域周産期母子医療センター ９ １４ １７ ９ １３ 

合計 １１ ２８ ２２ １２ ２０ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

24 
 

【周産期母子医療センター配置図】 
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３ 災害拠点病院 

 
 災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うための診療機能、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の派

遣機能などを有し、２４時間対応可能な緊急体制を確保できる病院で、現在本県では２２か所指定している。 

 

【災害拠点病院配置図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【災害拠点病院の設置状況（令和３年４月１日現在）】  

 埼玉県 東京都 神奈川県 千葉県 愛知県 

災害拠点病院 ２２ ８４ ３３ ２６ ３５ 
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４ がん診療連携拠点病院 

 
 地域の医療機関との連携を図りつつ、集学的治療（手術・抗がん剤・放射線治療の組み合わせ、緩和医療）、

セカンドオピニオンの提示、地域の医療機関の支援、研修及び情報提供機能などを有している病院で、現在

本県では１４か所指定している。 

 

【がん診療連携拠点病院等配置図】 

 
 

 
【がん診療連携拠点病院の設置状況（令和３年８月１日現在）】 

  埼玉県 東京都 神奈川県 千葉県 愛知県 

都道府県がん診療連携拠点病院 １ ２ １ １ １ 

地域がん診療連携拠点病院 

（高度型） 
２ ５ ５ ２ １ 

地域がん診療連携拠点病院 １１ ２０ １４ １０ １７ 

合計 １４ ２７ ２０ １３ １９ 

 


